
　

市
で
は
、
市
民
の
皆
さ

ん
が
納
め
た
税
金
の
使
い

道
や
、
市
の
財
政
が
ど
の

よ
う
な
状
況
に
あ
る
か
を

知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
に
、

毎
年
２
回
「
財
政
事
情
の

公
表
」
を
行
な
っ
て
い
ま

す
。
今
回
は
平
成
19
年
度

決
算
の
状
況
に
つ
い
て
お

知
ら
せ
し
ま
す
。

（
宇
城
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上

で
も
財
政
状
況
の
公
表
を

行
っ
て
い
ま
す
）

市
の
お
金
は

３
つ
の
会
計
に
振
り
分
け

　

市
で
は
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い

た
だ
い
た
大
切
な
税
金
な
ど
を
無
駄

な
く
効
率
的
に
使
っ
て
い
け
る
よ
う
、

出
入
り
す
る
お
金
を
３
つ
の
会
計
に

振
り
分
け
て
管
理
し
て
い
ま
す
。

　

①　
一
般
会
計

　
②　
特
別
会
計

　
③　
企
業
会
計

　

通
常
出
し
入
れ
す
る
お
金
は
①
の

「
一
般
会
計
」
に
、
特
定
の
事
業
に

使
う
お
金
は
②
の
「
特
別
会
計
」
で

管
理
し
ま
す
。
こ
の
「
特
別
会
計
」

の
中
に
は
、
国
民
健
康
保
険
・
老
人

保
健
・
介
護
保
険
・
奨
学
金
・
簡
易

水
道
事
業
・
農
業
集
落
排
水
事
業
・

公
共
下
水
道
事
業
の
７
つ
の
事
業
ご

と
に
区
切
り
が
あ
り
、
ほ
か
の
目
的

で
使
う
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
③
の
「
企
業
会
計
」
は
、

法
律
に
よ
っ
て
自
治
体
で
も
収
益
が

認
め
ら
れ
て
い
る
水
道
事
業
や
市
民

病
院
事
業
を
経
理
す
る
会
計
で
す
。

「
決
算
」

預
金
や
借
金
の
残
高
と

市
有
財
産

預金残高 (基金年度末残高 )※企業会計除く　  前年度
財政調整基金 1,321,597 千円 1,427,954千円

その他 1,330,078 千円 1,344,117千円

計 2,651,675 千円 2,772,071千円

市債残高 (借入金年度末残高 )※全会計
市債 　56,178,087 千円 56,315,391千円

市有財産（一般会計）　
土地 3,138,785㎡

292,699㎡
10,635千円

4,594,129千円

3,147,807 ㎡
建物 285,827 ㎡
有価証券 10,635千円

出資金 4,594,096千円

市民 1人当たり (平成 19年度末の
人口63,644人 ) にすると

積立金（貯金）
41,664円

市債（借金）
882,692円

　

平
成
19
年
度
、
一
般
会
計
に
入
っ
て
き
た

お
金
（
歳
入
）
は
２
７
５
億
８
０
３
６
万
円

（
前
年
度
比
率
１
･
４
）。
そ
こ
か
ら
使
っ
た
お

金
（
歳
出
）
は
２
６
８
億
５
４
３
７
万
円
（
前

年
度
比
率
２
･
6
）
で
し
た
。
差
し
引
き
は
、

７
億
２
５
９
９
万
円
と
な
り
、
平
成
19
年
度
決

算
は
「
黒
字
」
と
な
り
ま
す
。

　

翌
年
度
（
20
年
度
）
に
繰
り
越
す
べ
き
財
源

８
３
２
４
万
円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、

６
億
４
２
７
５
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

入
っ
て
き
た
お
金
（
Ｐ
７
）
と
使
っ
た
お
金

（
Ｐ
８
）
を
多
い
順
に
ま
と
め
ま
し
た
。

一
般
会
計
の

「
歳
入
」
と
「
歳
出
」

　　　　　　　　　　　　入ってきたお金　(　) は構成比率歳 入

第1位　市税
　57億 2,796万円（20.8%）
　市民税　　　23億 8,207万円
　　市民1人当たり　37,428円
　固定資産税他28億 4,345万円
　　市民1人当たり　44,677円
　軽自動車税　　1億 3,028万円
　　市民1人当たり　  2,047円
　市たばこ税　　3億 7,216万円
　　市民1人当たり　　5,848円
（※平成19年度末の人口63,644人で計算）

第2位　繰入金
　9億 8,661万円（3.6%）
　　財源不足を補うためや特定の事業
　に充てるために預金（基金）を解約
　したお金です。財政調整基金、支所
　建設基金が主なものです。

第3位　諸収入
　4億 2,775万円（1.6%）
　　年度当初、商工業者を支援するた
　め金融機関に預託したもので、年度
　末に戻されたお金、中小企業市町村
　振興宝くじ収益金配分金、中小企業
　融資貸付金元利収入が主なものです。

その他 負担金など
　14億 621万円（5.0%）
　　保育園の保護者負担金や公共施設
　の利用料金収入、基金積立金の利子、
　寄附金や前年度繰越金などです。

第1位　地方交付税 
　98億 2,479万円（35.6%）
 　　地方公共団体が一定の水準の仕事
　ができるよう国から交付されるお金
　で、使途が特定されていないものです。

第2位  国・県支出金
　45億 9,262万円（16.7%）
　　特定の事務事業に対して国や県か
　ら交付されるお金です。

第3位  市債（借入金）
　33億 5,840万円（12.2%）
　　道路などの社会資本整備や農業基
　盤整備などの事業のために借り入れ
　たお金です。

その他 地方消費税交付金など
　12億 5,602万円（4.5%）
　　国が国税として徴収し、一定の基
　準によって譲与される地方譲与税や
　県が徴収した税の一部を交付される
　地方消費税交付金、自動車取得税交
　付金などがあります。

▶一般会計
「歳入」決算額
275億8,036万円

市が自分で確保
することができ
る収入です。

依存財源
（69.0％）

国や県から交付
されるお金や借
入金など。

市税
57億 2,796 万円
（20.8％）

地方交付税
98億 2,479 万円
（35.6％）

市債
33億 5,840 万円
（12.2％）

国庫支出金
26億 6,543 万円（9.7％）

県支出金
19億 2,719 万円（7.0％）

地方消費税交付金
5億 9,057 万円（2.1％）

地方譲与税
3億 9,407 万円（1.4％）

その他
2億 7,138 万円（1.0％）

繰入金
9億 8,661 万円（3.6％）
繰越金
6億 3,540 万円（2.3％）
諸収入
4億 2,775 万円（1.6％）

分担金及び負担金
3億 6,048 万円（1.3％）
使用料及び手数料
3億 4,798 万円（1.3％）
その他
6,235 万円（0.1％）

歳入

　　　自主財
源

　　　依
存財

源

自主財源
（31.0％）

平成 19年度の
市 の 決 算 を
公 開 し ま す

　

自
治
体
の
財
政
破
綻
を
未
然
に
防

ぐ
と
と
も
に
、
財
政
が
悪
化
し
た
団

体
に
対
し
て
早
期
に
健
全
化
を
促
す

た
め
、「
地
方
公
共
団
体
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
、
平

成
19
年
度
決
算
か
ら
算
定
と
公
表
が

義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

健
全
化
判
断
比
率
と
し
て
、
４
指

標
（
実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤

字
比
率
、
実
質
公
債
費
比
率
、
将
来

負
担
比
率
）
お
よ
び
公
営
企
業
の
経

営
状
況
を
示
す
資
金
不
足
比
率
が
あ

り
、
４
指
標
の
う
ち
１
つ
で
も
早
期

健
全
化
基
準
を
超
え
た
場
合
は
財
政

健
全
化
計
画
を
、
資
金
不
足
比
率
が

経
営
健
全
化
基
準
を
超
え
た
場
合
は

経
営
健
全
化
計
画
を
定
め
、
財
政
運

営
に
あ
た
っ
て
県
や
国
の
関
与
を
受

け
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

本
市
の
健
全
化
判
断
比
率
は
、
次

の
表
の
と
お
り
と
な
り
、
４
指
標
す

べ
て
早
期
健
全
化
基
準
以
下
で
あ
り
、

健
全
な
財
政
運
営
が
な
さ
れ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
資
金
不
足
比
率
も
全
会
計

に
お
い
て
該
当
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
基
金
（
預
金
）

の
取
り
崩
し
が
４
億
８
千
万
円
、
市

債
発
行
（
借
金
）
が
33
億
６
千
万
円

な
ど
、
本
市
の
財
政
は
、
い
ま
だ
に

歳
出
超
過
の
状
況
に
あ
り
、
預
金
の

取
り
崩
し
や
借
金
に
頼
っ
て
い
る
の

が
現
状
で
す
。
そ
の
た
め
、
早
期
の

財
政
の
ス
リ
ム
化
が
緊
急
の
課
題
と

な
っ
て
お
り
、
引
き
続
き
歳
出
削
減

に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
市
民

の
皆
さ
ま
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お

願
い
し
ま
す
。

健全化判断
比率

19年度
宇城市

早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率
黒字により
該当なし

12.65%  20.0%

連結実質赤字
比率

黒字により
該当なし

17.65%  40.0%

実質公債費
比率

 16.5%  25.0%  35.0%

将来負担比率 168.5% 350.0%

財
政
健
全
化
比
率
の
公
表
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